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国際シンポジウム（韓国ソウル）2013.02.22. 

日本における 

「無償教育の漸進的導入」運動の進展  

渡部 昭男（WATANABE  Akio） 
神戸大学大学院・教授 

大学評価学会・事務局長 

「国際人権Ａ規約１３条問題特別委員会」担当理事  
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私たち「大学評価学会」（日本）とは 

2004年4月～国立大学の法人化＆大学評価  
の法的義務づけ 

その直前の2004年3月28日に設立（於：京都） 

目的：「学問の自由」と「大学の自治」を守り発
展させるために、多様な視点から大学評価の
あり方を検討する。 

学生・青年の「権利保障」＆「発達保障」 

→国際人権Ａ規約１３条｢無償教育の漸進的導入｣に着目 
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「権利保障」規範の解明 

【法治国家に於ける「権利保障」運動の論拠】 

①憲法規範＝日本国憲法 

②国際条約＝国際人権規約、児童権利条約 

③ａ：法律の中の基本法＝教育基本法 

③ｂ：法律の中の一般法＝学校教育法 等々 

↓ 

「権利保障」へと文教行政や大学（法人）経営を
方向づける「規範」「論理」の解明を重視 
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①日本国憲法１９４７年施行 

第１４条 

１ すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信
条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経
済的又は社会的関係において、差別されない。  

第２６条 

１ すべて国民は、法律の定めるところにより、その能
力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。  

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保
護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。
義務教育は、これを無償とする。 
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③ａ：教育基本法１９４７年施行／２００６年改定 

第４条  

１ すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機
会を与えられなければならず、人種、信条、性別、社会的
身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されな
い。 →憲法にない「経済的地位economic position」を追記 

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済
的理由によって修学が困難な者に対して、奨学の措置を
講じなければならない。 

第５条 

４  国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育に
ついては、授業料を徴収しない。   
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「無償」「奨学の措置」の拡充運動 

修学費無償に向けて法定範囲を拡大 
義務教育でさえ「授業料不
徴収」（私立を除く）のみか
らスタート 

１９６３年＝義務教育諸学
校の「教科書」無償給付
（私立を含む） 

１９５６年＝困窮家庭児へ
の就学奨励（学用品費・通
学費・就学旅行費） 

他に、生活保護法による教
育扶助、自治体による就学
援助や給食費の減免 
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後期中等教育＝高校段階の運動 

義務教育でない高校段階は「有償」 

↓ 

この「論理」を覆すために 

①日本国憲法＆③ａ：教育基本法のどこにも「高校＝有償」とは
書いていない 

②児童権利条約＝国連１９８９年採択／日本１９９４年批准発効 

第28条 

１（b） 種々の形態の中等教育（一般教育及び職業教育を含
む。）の発展を奨励し、すべての児童に対し、これらの中等教
育が利用可能であり、かつ、これらを利用する機会が与えら
れるものとし、例えば、無償教育の導入、必要な場合における
財政的援助の提供のような適当な措置をとる。  
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高校授業料無償化を掲げた政権誕生２００９年 

２００６年の教育基本法改定の国会論議の 

   過程で「格差」問題が焦点化＝国民の関心事に 
・和田秀樹（2006）『教育格差』PHP研究所 

・福地 誠（2006）『教育格差絶望社会』洋泉社 

・渡部昭男（2006）『格差問題と「教育の機会均等」』日本標準 

・橘木俊詔（2006）『格差社会』岩波書店 

・社会政策学会（2007）『格差社会への視座』社会政策学会本部 

・阿部 彩（2008）『子どもの貧困』岩波書店 

・刈谷剛彦・山口次郎（2008）『格差社会と教育改革』岩波書店 

・尾木直樹・森永卓郎（2008）『教育格差の真実』小学館 

・小林雅之（2008）『進学格差』筑摩書房 

                                     など 

 

http://bookweb.kinokuniya.co.jp/htm/4820802747.html
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２０１０年～高校授業料の無償化実現 

１）年額１１８，８００円（月9,900円）を国が支援／家庭状況により加算あり
／約３６０万人対象、総額約４千億円 

２）国公立＋私立、専修学校・専門学校を含む 

３）「論理」の転換 

・「受益者負担」から「社会全体の負担」への転換 

・文部科学省｢社会全体であなたの学びを支えます｣ 

理由①進学率９８％、効果が広く社会全体に還元。 

   ②家庭状況を問わず、全ての高校生等を支援。 

   ③国際規約においても漸進的無償化を規定。 

４）課題＝授業料部分のみであり、他の教育費負担は残る。 
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高等教育＝大学段階の運動 

大学評価学会・初代共同代表 

 田中昌人(TANAKA Masato)2005年 

 遺著『日本の高学費をどうするか』 

・大学評価学会特別委員会 

 をはじめ、国民のための奨学金制度の拡充をめざし
無償教育をすすめる会／全国大学院生協議会／全
日本学生自治会総連合／日本高等学校教職員組
合／国庫助成に関する全国私立大学教授会連合
など  
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出典：文部科学白書２００９年版p.13 

 大学授業料と消費者物価指数の推移／授業料の推移 

○学費の異常な高騰 

 国立大学の授業料，私立大学の
授業料平均額，消費者物価指数
のそれぞれを，１９７５年時点を１
００とした場合，消費者物価指数
はこの３０年間で約２倍の伸びに
留まるのに対して，大学の授業
料はこれを大きく上回り，国立大
学で約１５倍，私立大学で約４倍 

○授業料の現状  

 国立５３５，８００円／年 

 私立８５１，６２１円／年 
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出典：文部科学白書２００９年版 

 家庭の所得と教育費p.8／親の収入と子供の進路p.14 
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国際人権Ａ規約１３条の留保撤回 

２０１２年９月１１日＝日本政府はついに留保撤回 

第１３条２項 

（ｃ）高等教育は、すべての適当な方法により、特に、
無償教育の漸進的な導入により、能力に応じ、すべ
ての者に対して均等に機会が与えられるものとする
こと。 

(c) Higher education shall be made equally accessible to 
all, on the basis of capacity, by every appropriate 
means, and in particular by the progressive 
introduction of free education;  
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→国際条約＝国際人権Ａ規約による 

 高等教育の「漸進的無償化」規範の追加 

更なる「権利保障＝無償化」運動の論拠＝礎に 

韓日米の連帯による研究と運動の進展へ 

日本でも、まずは①「授業料の半額化」／②「高等
教育予算ＧＤＰ比率１．２％への増額」へ 

代案①：国立大学授業料の半額２６７，９００円を一
律に補助すると仮定すると、「約７，７００億円」。専
門学校生を含めると、さらに「約１，５５０億円」を要
する。合わせて約０．９兆円、すなわち２０１２年度の
一般会計国家予算９０兆円の１％の追加で実現。 

代案② ：日本のＧＤＰ５００兆円の１．２％＝６兆円。 

 

             【ご静聴、有り難うございました】 


